
船橋市青少年キャンプ事業交付金交付要綱  

  

（趣旨）  

第１条 この要綱は、船橋市青少年相談員連絡協議会が青少年の健全育成を目的

とした、青少年キャンプ事業に要する経費に対し、船橋市補助金等の交付に関

する規則（昭和５６年船橋市規則第５０号）及びこの要綱の定めるところによ

る。  

（補助対象経費）  

第２条 青少年キャンプ事業に要する費用のうち別表に掲げる経費とする。  

（交付金の額）  

第３条 予算の範囲内において、市長が必要を認めた額とする。  

（交付申請）  

第４条 交付金の交付を受けようとする青少年相談員連絡協議会の会長（以下

「申請者」という。）は、船橋市青少年キャンプ事業交付金交付申請書（第１

号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

⑴ 実施要綱  

⑵ 収支予算書  

⑶ 実施計画  

⑷ その他  

２ 申請者は、前項の規定により申請するに当たって、当該補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入

れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額をい

う。以下「消費税仕入控除税額」という。）を減額して申請しなければならな

い。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかで

ないものについては、この限りでない。  

（交付の決定等）  

第５条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、



適正と認めたときは、交付すべき交付金の額を決定し、その旨を船橋市青少年

キャンプ事業交付金交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知する。  

２ 市長は、前条第２項ただし書きの規定による交付の申請がなされたものにつ

いては、交付金の額の確定において当該交付金に係る消費税仕入控除税額を減

額する旨の条件を付して、交付の決定を行うものとする。  

（交付金の請求）  

第６条 前条の規定により交付の決定の通知を受けた申請者は、船橋市青少年キ

ャンプ事業交付金交付請求書（第５号様式）により、市長に請求しなければな

らない。  

（交付時期）  

第７条 市長は、前条の規定により請求書を受理したときは、交付金を３０日以

内に概算払にて支払うものとする。  

（実績報告）  

第８条 交付金の交付を受けた申請者は、事業完了後、速やかに船橋市青少年キ

ャンプ事業交付金実績報告書（第３号様式）に次号に掲げる書類を添えて、市

長に報告しなければならない。 

⑴ 事業実績報告書  

⑵ 決算書  

２ 第４条第２項ただし書の規定による交付の申請がなされたものについては、

申請者が前項の規定による実績報告を行うに当たって、当該補助金に係る消費

税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税仕入控除税額を減額して報告

しなければならない。  

（交付額の確定等）  

第９条 市長は、第８条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、

交付すべき交付金の額を確定し、その旨を船橋市青少年キャンプ事業交付金確

定通知書（第４号様式）により申請者に通知する。  

（交付金の精算）  

第１０条 交付金額の確定後、戻入が生じた場合は、速やかに、船橋市青少年キ

ャンプ事業交付金精算書（第６号様式）を市長に提出し、精算の手続きを行わ



なければならない。  

（財産の処分の制限）  

第１１条 申請者は、事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従

物並びに事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機

械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年

大蔵省令第１５号）で定める耐用年数を経過するまで、市長の承認を受けない

でこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

担保に供してはならない。  

 （書類の整備及び保存年限）  

第１２条 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支

出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後１０年間保

管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加し

た単価３０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財

産処分が完了する日、又は減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０

年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数を経過する日のいずれか遅い日まで保

管しておかなければならない。  

（消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第１３条 申請者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこ

の補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場

合を含む。）は、船橋市青少年キャンプ事業交付金に係る消費税仕入控除税額

報告書（様式第７号）により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度

の翌々年度の６月３０日までに市長に報告しなければならない。ただし、当該

補助金に係る消費税仕入控除税額を減額して実績報告を行った場合には、この

限りでない。  

  なお、申請者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所

等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、

本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合には、本部の課税売

上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また、当該補助金に係る消費税

仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を市に返還し



なければならない。  

 

附 則  

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

この要綱は、平成２９年３月２４日から施行し、平成２８年４月１日より適用

する。  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

 

 



別表 

対象経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①消耗品費 ※対象経費のうち、領収書等により明確

にできるものに限る。 

※備品購入費は、１品１０万円を超えな

い範囲とする。 

②医薬材料費 

③印刷製本費 

④保険料 

⑤通信運搬費 

⑥使用料及び賃借料 

⑦委託料 

⑧行事費 

⑨備品購入費 



第１号様式 

船橋市青少年キャンプ事業交付金交付申請書 

年  月  日 

 船橋市長  あて 

                  住所  

                          氏名                            

補助金等の交付を受けたいので、船橋市青少年キャンプ事業交付金第４条の規定により、次のとおり申請しま

す。 

補 助 年 度    年度 補助金等の名称  

補 助 事 業 等 

名 称  

目的及び内容  

効 果  

経 費 所 要 総 額                  円 

交 付 申 請 額                  円 

着 手 及 び 完 了 予 定 年 月 日 
着手年月日        年  月  日 

完了予定年月日       年  月  日 

添 付 書 類  

消費税の適用に関する事項 

（ 該 当 す る も の に ☑ ） 

① 補助金交付額の算定 

□ 消費税額尾補助対象経費に含めないで補助金交付額を算定 

□ 消費税額を補助対象経費に含めて補助金交付額を算定 

※確定申告により仕入税額控除した消費税に係る補助金相当額が 

確定後、「消費税仕入控除税額報告書」の提出が必要となります 

（返還額が０円の場合も含む） 

② ①で「消費税を補助対象経費に含めて補助金交付額を算定」を選択

した理由 

□ 免税事業者である 

□ 簡易課税事業者である 

□ 消費税法別表第３に揚げる法人等であって特定収入割合が５％を超 

える 

□ その他（                        ） 



第２号様式 

船橋市青少年キャンプ事業交付金交付決定通知書 

 

船橋市教育委員会教青指令第  号 

年  月  日 

申請者 住所 

 氏名 

                            船橋市長  

     年  月  日付け申請のあった補助金等の交付について次のとおり決定した

ので、船橋市青少年キャンプ事業交付金第５条の規定により通知します。 

 

補 助 年 度    年 度 補助金等の名称  

補 助 事 業 等 の 名 称  

経 費 所 要 総 額 の う ち 

補 助 の 対 象 と な る 経 費 
             円 

交 付 決 定 額  

交 付 予 定 時 期  

交付条件 

１ 補助事業等の内容又は経費の配分の変更をす

るときは、市長の承認を得ること。 

２ 補助事業等を中止又は廃止するときは、市長の

承認を得ること。 

３ 補助事業等が予定の期間内に完了しないとき

又は遂行が困難となったときは 、 速やかに市

長に報告してその指示を受けること。 

４ 申請時において当該補助金に係る消費税仕入

控除税額が明らかでないものについては、補助

金の額の確定において当該補助金に係る消費

税仕入控除税額を減額すること。 



第３号様式 

船橋市青少年キャンプ事業交付金実績報告書 

 

  年  月  日 

 

 船橋市長 あて 

 

                    住所   

                       氏名                  

 

 船橋市青少年キャンプ事業交付金交付要綱第８条の規定により、補助事業等の実施状況

を次のとおり報告します。 

 

 

指令年月日 年  月  日 指 令 番 号 船橋市教育委員会教青指令 号 

補 助 年 度    年度 補助金等の名称  

補助事業等 
名 称  

実 施 場 所  

着手年月日 年  月  日 完了年月日 年  月  日 

交 付 決 定 額                    円 

既 交 付 額                    円 

補 助対 象経 費精算額                    円 

補助事業等の経過及び内

容 

 

添 付 書 類 

 



第４号様式 

船橋市青少年キャンプ事業交付金確定通知書 

第     号 

年  月  日 

住所 

氏名 

 

船橋市長             

 

 

年  月  日付で実績報告のあった補助事業等について、次のとおり補助金

等の額を確定したので、船橋市青少年キャンプ事業交付金交付要綱第９条の規定により、通

知します。 

 

 

指 令 年 月 日 年 月 日 指 令 番 号 
船橋市教育委員会教青指令第  

号 

補 助 年 度       年度 
補助金等の名

称 
  

補 助 事 業 等 の 名 称  

交 付 決 定 額                      円 

補 助 対 象 経 費                      円 

補 助 率                      % 

交 付 確 定 額                      円 

 

 

 



第５号様式 

船橋市青少年キャンプ事業交付金交付請求書 

 

                                                        年  月  日 

 

 船橋市長  あて 

 

                      住所  

                     氏名 

 

 船橋市青少年キャンプ事業交付金交付要綱第６条の規定により、補助金等の交付を次の

とおり請求します。 

 

指 令 年 月 日 年 月 日 指 令 番 号 船橋市教育委員会教青指令第  号 

補 助 年 度     年度 補助金等の名称  

補助事業等の名称  

交 付 決 定 額           円 

未 交 付 額                       円 

交 付 請 求 額           円 

添 付 書 類 
１．交付金交付決定通知書の写し 



第６号様式 

 

船橋市青少年キャンプ事業交付金精算書 

 

船橋市長 あて 

 

住 所 

補助事業者 団体名 

申請者               

 

 年  月  日付け      第    号をもって額の確定があった      年度船橋市

青少年キャンプ事業交付金について、船橋市青少年キャンプ事業交付金交付要綱第１０条の規定に

より、下記のとおり精算します。 

 

記 

指令年月日     年  月  日 指 令 番 号 船橋市教育委員会教青指令第 号 

補助年度               年度 交付金の名称 船橋市青少年キャンプ事業交付金 

補助事業等の名称                           

交 付 決 定 額                          円 

既 交 付 額                          円 

交 付 確 定 額                          円 

精 算 額                          円 

 

 

 

 



第７号様式 

船橋市青少年キャンプ事業交付金に係る消費税仕入控除税額報告書 

 

年  月  日 

船橋市長 あて 

 

住   所  

団 体 名 

申 請 者   

 

   年  月  日付船教青第  号により交付決定があった船橋市青少年キャンプ事業

交付金について、下記のとおり報告します。 

 

記 

１ 補助金等交付確定額                      円 

２ 確定申告により確定した船橋市青少年キャンプ事業交付金に係る消費税及び地方消費税

に 

係る仕入控除税額（※消費税の申告義務がない場合も０円と記載すること） 

                                 円 

  ※０円の場合はその理由について☑ 

    □ 消費税の申告義務がない 

    □ 簡易課税方式による申告を行っている 

    □ 消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％を超える 

    □ その他（返還額算出シートによる計算の結果、返還額が０円だった場合など） 

３ 添付資料 

  ・返還額算出シート 

   （申告義務がない、簡易課税方式、消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収 

入割合が５％をける事業者は添付不要） 

  


